注記（公債管理特別会計財務諸表）
　　
１．追加情報
（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①事業の概要
府債の元利償還や将来の償還財源としての減債基金への積立、府債の発行に必要となるＩＲ活動などを行うため、一般会計から公債管理特別会計への繰出しを行っています。
　　②当該事業に関し説明すべき固有の事項
　　　　　○府債発行額・残高の状況
　　　　　　　　[image: image1.emf]23年度

期首残高

23年度

発行額
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　　　　　（※）

23年度

期末残高

各会計合算 5,703,531 724,612 597,932 45,787 5,875,999

（単位：百万円）

※大阪府水道事業・工業用水道事業会計の廃止に伴い、一般会計に移管された債務


　　　　　○地方債残高及び減債基金の表示
大阪府の新公会計制度では、建設事業等によって形成した固定資産に関する現役世代と将来世代の公平性を点検できるよう、会計別や事業別の貸借対照表に、固定資産の減価償却後の資産価値と将来世代の負担額（地方債残高）を対比させて表示します。
　　・資産の裏付けのある地方債
　一般会計等では、建設事業などの地方債残高から毎年度の元金償還相当額を毎期減少させて、当該元金償還相当額は、満期一括償還までの間、公債管理特別会計の地方債残高に移し替えて計上します。

[image: image2.emf]負債 資産 負債

公債管理特別会計　建設事業債分 一般会計　　建設事業

元金均等

償還相当額



建設事業の
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元金均等

償還相当額

減価償却費

固定資産

・地方債残高から元金均等償還相当

額を減少させる。

・当該元金均等償還相当額は、満期

一括償還までの間、公債管理特別会

計の地方債残高に計上。

毎年、固定資産から減価償却

相当額が減少する。



　　・資産の裏付けのない地方債
　　　　　　　　　　　公債管理特別会計の貸借対照表には、臨時財政対策債などの資産の裏付けのない地方債（特別債）の地方債残高や減債基金積立額を表示します。
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　このため以下の表のとおり、会計別財務諸表上の一部については、地方債残高が実際の残高と異なる金額で表示されています。
	会　計　名
	財務諸表上の
地方債残高　(A)
	実際の
地方債残高（B）
	差　額
（A）－（B）

	一般会計
	2,993,046百万円
	5,380,373百万円
	▲2,387,327百万円

	就農支援資金等特別会計
	60百万円
	60百万円
	－

	流域下水道事業特別会計
	204,837百万円
	221,440百万円
	▲16,603百万円

	港湾整備事業特別会計
	32,011百万円
	35,150百万円
	▲3,139百万円

	関西国際空港関連事業特別会計
	87,319百万円
	91,009百万円
	▲3,690百万円

	箕面北部丘陵整備事業特別会計
	17,165百万円
	17,631百万円
	▲466百万円

	不動産調達特別会計
	33,256百万円
	33,256百万円
	－

	公債管理特別会計
	2,419,009百万円
	0百万円
	2,419,009百万円

	市町村施設整備資金特別会計
	60,211百万円
	67,995百万円
	▲7,784百万円

	証紙収入金整理特別会計
	－
	－
	－

	母子寡婦福祉資金特別会計
	5,471百万円
	5,471百万円
	－

	中小企業振興資金特別会計
	23,614百万円
	23,614百万円
	－

	沿岸漁業改善資金特別会計
	－
	－
	－

	林業改善資金特別会計
	－
	－
	－

	各会計合算
	5,875,999百万円
	5,875,999百万円
	－


　　　　 ○減債基金残高と積立不足額
　　　　　　　　　満期一括償還の方法により発行した地方債の償還のため、知事が定める償還計画に基づいて減債基金に積み立てられている金額に不足する額は、平成23年度末において4,253億円となっています。
	減債基金
	臨時財政
対策債等
	その他
(臨財債等以外)
	小計
	繰上償還等
	合　計

	残　　　高
	200億円
	1,665億円
	1,865億円
	949億円
	2,814億円

	積立必要額
	1,651億円
	4,467億円
	6,118億円
	0億円
	6,118億円

	積立不足額
	1,451億円
	2,802億円
	4,253億円
	


· 　貸借対照表の負債の部に示す地方債残高等については、償還時に地方交付税による補填措置が見込まれるものがあります。
その額を、普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入が見込まれる額として省令（地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成２０年省令第８号））で定めるところにより算定した総額は　２，４３８，５１９百万円で、内訳は次表のとおりです。
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合計 2,438,519,158

地域振興費 人 口 99,823,753

公債費



2,214,877,248

農業行政費 農 家 数 1,338,243

林野行政費 公有以外の林野の面積 128,804

衛生費 人 口 27,827,955

高齢者保健福祉費 65 歳 以 上 人 口 4,895,646

港湾費（漁港） 外 郭 施 設 の 延 長 176,362

高等学校費 生 徒 数 3,624,656

河川費 河 川 の 延 長 17,363,410

港湾費（港湾） 外 郭 施 設 の 延 長 2,523,724

費　　目 測定単位 算入見込額

道路橋りょう費 道 路 の 延 長 65,939,357
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公害防止事業債償還費 56,717,773

公　債　費　計 2,214,877,248

地震対策緊急整備事業債償還費 0

被災者生活再建債償還費 2,190,448

原子力発電施設等立地地域振興債償還費 377,300

石油コンビナート等債償還費 0

減税補塡債償還費 171,101,512

臨時税収補塡債償還費 5,191,366

臨時財政対策債償還費 1,273,428,202

地域改善対策特定事業債等償還費 0

臨時財政特例対策債償還費 3,713,723

財源対策債償還費 229,241,963

東日本大震災全国緊急防災施策債償還費 735,200

地方税減収補塡債償還費 414,352,938

地域財政特例対策債償還費 0

補正予算債償還費（平成10年度以前許可債に係るもの） 32,457,337

補正予算債償還費（平成11年度以降同意(許可)債に係るもの） 22,637,630

災害復旧費 2,731,856


· 基準財政需要額に算入が見込まれる額は、各会計合算の地方債残高等との比較をすべきものである（公債管理特別会計の地方債残高のみと比較すべきものではない）ことにご留意ください。
資産（＝将来世代の便益）と


負債（＝将来世代の負担）を


対比して表示





将来の負担（負債）と減債基金（資産）を対比して表示
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Sheet1

				公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ												一般会計（B) イッパンカイケイ

								特別債
残高 トクベツサイザンダカ

				過去の減債基金からの借入に起因する積立て不足 カコゲンサイキキンカリイレキインツミタテフソク

																減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																固定資産 コテイシサン				減債基金
積立相当額 ゲンサイキキンツミタテソウトウガク

																				建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

								（B)より

								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
残高 ゲンサイキキンザンダカ

				資産 シサン				負債 フサイ								資産 シサン				負債 フサイ



毎年、固定資産から減価償却費を減らし、地方債残高から減債基金積立相当額を減らすことにより、資産／負債バランスの経年変化を見ることができる。



パターン１

		公債管理特別会計　建設事業債分 コウサイカンリトクベツカイケイケンセツジギョウサイブン														一般会計　　建設事業 イッパンカイケイケンセツジギョウ

																				減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																				固定資産 コテイシサン				元金均等
償還相当額 ガンキンキントウショウカンソウトウガク

																								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

										元金均等
償還相当額 ガンキンキントウショウカンソウトウガク

										負債 フサイ										資産 シサン				負債 フサイ



・地方債残高から元金均等償還相当額を減少させる。
・当該元金均等償還相当額は、満期一括償還までの間、公債管理特別会計の地方債残高に計上。

毎年、固定資産から減価償却相当額が減少する。



パターン２

		公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ

												特別債の残高 トクベツサイザンダカ

						　　減債基金積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

						　　（特別債分） トクベツサイブン

												一般会計（B)から
移し替えた
建設事業
の地方債残高 イッパンカイケイウツカケンセツジギョウチホウサイザンダカ

						　　減債基金積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

						　（建設事業債分） ケンセツジギョウサイブン

						資産 シサン						負債 フサイ



過去、財源不足に対応するため減債基金から借入れを続けてきた結果、減債基金の残高は、所要の金額を大きく下回っている。

現在高

所要の額
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Sheet1

				公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ												一般会計（B) イッパンカイケイ

								特別債
残高 トクベツサイザンダカ

				過去の減債基金からの借入に起因する積立て不足 カコゲンサイキキンカリイレキインツミタテフソク

																減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																固定資産 コテイシサン				減債基金
積立相当額 ゲンサイキキンツミタテソウトウガク

																				建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
積立額 ゲンサイキキンツミタテガク

								（B)より

								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

				減債基金
残高 ゲンサイキキンザンダカ

				資産 シサン				負債 フサイ								資産 シサン				負債 フサイ



毎年、固定資産から減価償却費を減らし、地方債残高から減債基金積立相当額を減らすことにより、資産／負債バランスの経年変化を見ることができる。



パターン１

						公債管理特別会計（A) コウサイカンリトクベツカイケイ														一般会計（B) イッパンカイケイ

																				減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

																				固定資産 コテイシサン				減債基金
積立相当額 ゲンサイキキンツミタテソウトウガク

																								建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

						減債基金
積立額 ゲンサイキキンツミタテガク				（B)より
移し替え ウツカ

						減債基金
残高 ゲンサイキキンザンダカ				建設事業の
地方債残高 ケンセツジギョウチホウサイザンダカ

						資産 シサン				負債 フサイ										資産 シサン				負債 フサイ



毎年、固定資産から減価償却費を減らし、地方債残高から減債基金積立相当額を移し替えることにより、資産／負債バランスの経年変化を見ることができる。



パターン２

		公債管理特別会計     特別債分 コウサイカンリトクベツカイケイトクベツサイブン

												特別債 トクベツサイ

												元金償還相当額 ガンキンショウカンソウトウガク

						減債基金 ゲンサイキキン

						資産 シサン						負債 フサイ



臨時財政対策債など、資産の裏付けのない地方債残高

元金償還額を各事業から移し替えて計上
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